
本紙前号（374号）で以下の誤りがあ

りました。お詫びし訂正します。 

1面 文中の小見出し部分…(誤）2011年度活

動方針 →（正）2012年度活動方針 

4面 左列の上から11行目…（誤）他職種との

連携 →（正）多職種との連携  

9面 第3回歯のなんでも相談…の記事及び写真

説明の期日 （誤）2月5日→（正）1月22日 
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主な記事 

12年4月改定各科から/7月18日の学術講講演

会抄録予告…2面、協同組合ニュース…3-４

面、医科の指摘事項最終回/歯科電話相談の

事例②…5面、投稿/理事会だより等…6面 

行動に併せて暫時提出していく段取り

で協力を呼びかけている。 

 衆議院に社会保障と税の一体改革に

関連する諸法案を審査するため特別委

員会が設置されたのは4月26日。特別委

員会で関係する８法案が小宮山、安

住、川端の関係３大臣から趣旨説明が

あり審議入りしたのは5月16日、以後

審議が続いている。 

 協会では、▽消費税は所得の低い

人ほど収入に占める負担割合が高く

なり、消費税の社会保障目的税化は

応能負担による所得の再分配を理念

とする社会保障には全く不相応。▽

社会保障水準の維持・改善のためと

いって消費税の更なる増税が必要に

なる。▽医療機関では保険診療が非

課税のため消費税負担分が持ち出し

となる現状（医療界では損税の解決

に向けて各団体が是正要望）を指

摘。増税の中止とあわせて特に医療

機関に重くのしかかる消費税の特質

を考慮し、医療･食料品などの生活必

需品に対してゼロ税率を適用するよ

 社会保障財源を消費税増税に求める

税と社会保障の一体改革に反対してき

た県保険医協会では国会状況をにらみ

ながら４月下旬より内閣総理大臣、財

務・厚生労働各大臣、国会議員宛の

「消費税増税反対とゼロ税率を求める

会員署名」を実施中で、保団連の国会

う求める要求を打ち出している。 

 一般紙では、消費税増税肯定の論調

がほとんどだが、世論調査では逆に消

費税増税法案について｢賛成｣は37%に止

まり､｢反対｣が60%を占めている(毎日新

聞･世論調査4/1実施)現状もある。各紙

調査で社会保障と税の一体改革大綱が

閣議決定（2/17）された直後の時期と比

べ反対が増えてきているのが特徴。 

 今回の署名は、今消費税増税では景

気が悪化、財政再建を困難にし医療崩

壊を加速させるとして法案に反対する
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 長野県保険医協会では平

成15年度より指導、監査関

係の情報開示請求により個

別指導等の選定委員会の経

過、選考資料、指摘事項な

どの資料を得て、その内容

の検討し、年度の選定状

況、前年度の指摘事項など

を本紙で紹介してきた。開

示請求10年目となる本年度

も関東信越厚生局（長野事

務所）に１回目の開示請求

を行い、５月10日に開示さ

れた。 

 今回開示請求には、24年度の選定状

況、指導計画にかかわる部分があった

が、従来開示されていた集団的個別指

導及び個別指導の選定資料のうち肝心

の医療機関件数部分が黒塗りで開示さ

れておらず、また年間の指導計画の月

別各指導区分別内訳も同様に医療機関

数が開示されていなかった。他でも従

前開示されていたものが今回不開示に

なったものがある。 

 不開示の理由として「公にすること

により、正確な事実の把握を困難にする

 

おそれ又は違法若しくは不当な行為を容

易にし、若しくはその発見を困難にする

等、ひいては監査に係る業務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあり法※1第5

条6号に該当するため」と記されていた。 

 なお、厚生労働省自体が情報公開法

施行下の医療指導監査業務の行政文書

の取扱い定めた旧事務連絡(H13.3.23)を

新たな事務連絡(H24.3.30)の発出に伴い

廃止していて、今回の開示はそれに

沿ったものと見られており、こうした

事務連絡の比較検討も必要だ。 

 一方で、２月15日に内閣府情報公

開・個人情報保護審査会が厚生労働大

臣に行った「個別指導の保険指導医の

氏名、専門科名を開示すべき」との答

申を受け、３月15日、関東信越厚生局

指導監査課が、開示請求をしていた埼

玉県保険医協会に、社会保険医療担当

指導医名簿を厚生局移管後では全国で

初めて※2開示する動きもあった。 

※1「行政機関の保有する情報の公開に関する法

律」の該当条文第5号6号には、理由にあげられた

「公にすることに…」以下の記載がある。 

※2 厚生局移管前の社会保険事務局時代に岡山県

で平成19年度保険指導医委嘱一覧表(歯科）が公

開されていた-岡山県保険医新聞2007年8月10日号- 

ともに、保険診療の非課税措置により

医療機関の医薬品・ 医療機器など仕

入れに係る消費税を「損税」として負

担せざるをえない中では、消費税の引

上げは「損税」を更に増大させるとし

て、医療への「ゼロ税率」適用を求め

る内容からなっている。 

 要望事項は次の２項。 

一、消費税の増税は中止すること 

一、社会保険診療報酬にかかる消費税

は 「ゼロ税率」 を適用すること 

 署名用紙の請求は協会へ 

実施中の消費税増税反対とゼロ税率要求係の会員署名 

 

TPP参加を急ぐのか～」をテーマに横

浜国立大学 萩原伸二郎教授による講演

が行われる。 

 講演の後は、全体会議でブロック担

当保団連役員の挨拶などに続いて、ブ

ロック申し合わせ事項の改定につい

て、震災・原発・一体改革・消費税へ

の対応などが話し合われる。また医科

と歯科に分かれての分科会では今次改

定の評価と対応が主な議題となってい

る。前回改定後にはブロックの要望を

まとめ厚生労働省に提出、懇談なども

もたれてきていたが、そうした対応も

討議される見込み。 

 保団連北信越ブロック会議が７月1日

午前10時15分から上越市のJR直江津駅前

にホテルセンチュリーイカヤで開か

れ、冒頭から約２時間「TPPと医療、

国民のくらし～日米の政財界はなぜ

ＴＰＰ 関岡氏の講演要旨は次号で 

 長野県保険医協会の第33回定期総会

（3/25）の関岡英之氏の記念講演の講演

要旨は、次号で掲載予定。 

来る７月18日長野市で開催の医科歯科

相互理解めざす学術講演会「経口PB製

剤関連顎骨骨髄炎・顎骨壊死-その現状

と問題点」の予告抄録は２面に掲載。 


